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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　弾性層と、トナー離型層と、を有し、前記弾性層の長手方向両端部には周方向に少なく
とも１か所の隙間を開けて連続的に照射されたレーザー照射領域が形成されており、その
弾性層の上に接着剤層を介して前記トナー離型層が被覆されていることを特徴とする定着
部材。
【請求項２】
　前記トナー離型層はフッ素系樹脂により形成されていることを特徴とする請求項１に記
載の定着部材。
【請求項３】
　前記弾性層のレーザー照射前の表面粗さをＲａ（ｂｅｆｏｒｅ）、前記弾性層の前記レ
ーザー照射領域における表面粗さをＲａ（ａｆｔｅｒ）としたとき、
　Ｒａ（ｂｅｆｏｒｅ）＜Ｒａ（ａｆｔｅｒ）
を満たすことを特徴とする請求項１又は２に記載の定着部材。
【請求項４】
　前記Ｒａ（ａｆｔｅｒ）は０．５μｍ以上１０μｍ以下であることを特徴とする請求項
３に記載の定着部材。
【請求項５】
　前記弾性層にシリコーンゴムを使用した場合であって、前記弾性層のレーザー照射前に
おける表面に関して赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ）で測定した［Ｓｉ－Ｏ結合に起因する
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吸収（１０２０ｃｍ－１付近）］／［Ｓｉ－Ｃ結合に起因する吸収（１２６０ｃｍ－１付
近）］の強度比をα（ｂｅｆｏｒｅ）、前記弾性層のレーザー照射領域における表面に関
して赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ）で測定した［Ｓｉ－Ｏ結合に起因する吸収（１０２０
ｃｍ－１付近）］／［Ｓｉ－Ｃ結合に起因する吸収（１２６０ｃｍ－１付近）］の強度比
をα（ａｆｔｅｒ）としたとき、
　　α（ｂｅｆｏｒｅ）＜α（ａｆｔｅｒ）
を満たすことを特徴とする請求項１乃至４の何れか一項に記載の定着部材。
【請求項６】
　前記弾性層にフッ素ゴムを使用した場合であって、前記弾性層のレーザー照射前におけ
る表面に関して赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ）で測定した［ヒドロキシル結合に起因する
吸収（３４００ｃｍ－１付近）］／［Ｃ－Ｆ結合に起因する吸収（１２１０ｃｍ－１付近
）］の強度比をβ（ｂｅｆｏｒｅ）、前記弾性層のレーザー照射領域における表面に関し
て赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ）で測定した［ヒドロキシル結合に起因する吸収（３４０
０ｃｍ－１付近）］／［Ｃ－Ｆ結合に起因する吸収（１２１０ｃｍ－１付近）］の強度比
をβ（ａｆｔｅｒ）としたとき、
　　β（ｂｅｆｏｒｅ）＜β（ａｆｔｅｒ）
を満たすことを特徴とする請求項１乃至４の何れか一項に記載の定着部材。
【請求項７】
　弾性材と、前記弾性材を被覆している樹脂チューブとを有する定着部材を製造する製造
方法であって、
　前記弾性材の長手方向両端部に、発振波長λが１２０ｎｍ≦λ≦１０６００ｎｍのレー
ザー光を周方向に少なくとも１か所の隙間を開けて連続的に照射したレーザー照射領域を
形成する工程と、
　前記レーザー照射領域が形成された前記弾性材に接着剤を塗工する工程と、
　前記接着剤が塗工された前記弾性材に前記樹脂チューブを被覆する工程と、
　前記接着剤を硬化させて前記弾性材に前記樹脂チューブを固定する工程と、を有する
ことを特徴とする定着部材を製造する製造方法。
【請求項８】
　前記レーザー照射領域が形成されている前記定着部材の長手方向一端側の部位を切断す
る工程を更に有することを特徴とする請求項７に記載の定着部材を製造する製造方法。
【請求項９】
　前記弾性材のレーザー照射前の表面粗さをＲａ（ｂｅｆｏｒｅ）、前記弾性材の前記レ
ーザー照射領域における表面粗さをＲａ（ａｆｔｅｒ）、としたとき、
　　Ｒａ（ｂｅｆｏｒｅ）＜Ｒａ（ａｆｔｅｒ）
を満たすことを特徴とする請求項７又は８に記載の定着部材を製造する製造方法。
【請求項１０】
　前記Ｒａ（ａｆｔｅｒ）は０．５μｍ以上１０μｍ以下であることを特徴とする請求項
９に記載の定着部材を製造する製造方法。
【請求項１１】
　前記弾性材にシリコーンゴムを使用した場合であって、前記弾性材のレーザー照射前に
おける表面に関して赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ）で測定した［Ｓｉ－Ｏ結合に起因する
吸収（１０２０ｃｍ－１付近）］／［Ｓｉ－Ｃ結合に起因する吸収（１２６０ｃｍ－１付
近）］の強度比をα（ｂｅｆｏｒｅ）、前記弾性材のレーザー照射領域における表面に関
して赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ）で測定した［Ｓｉ－Ｏ結合に起因する吸収（１０２０
ｃｍ－１付近）／［Ｓｉ－Ｃ結合に起因する吸収（１２６０ｃｍ－１付近）］の強度比を
α（ａｆｔｅｒ）としたとき、
　　α（ｂｅｆｏｒｅ）＜α（ａｆｔｅｒ）
を満たすことを特徴とする請求項７乃至１０の何れか一項に記載の定着部材を製造する製
造方法。
【請求項１２】
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　前記弾性材にフッ素ゴムを使用した場合であって、前記弾性材のレーザー照射前におけ
る表面に関して赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ）で測定した［ヒドロキシル結合に起因する
吸収（３４００ｃｍ－１付近）］／［Ｃ－Ｆ結合に起因する吸収（１２１０ｃｍ－１付近
）］の強度比をβ（ｂｅｆｏｒｅ）、前記弾性材のレーザー照射領域における表面に関し
て赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ）で測定した［ヒドロキシル結合に起因する吸収（３４０
０ｃｍ－１付近）］／［Ｃ－Ｆ結合に起因する吸収（１２１０ｃｍ－１付近）］の強度比
をβ（ａｆｔｅｒ）としたとき、
　　β（ｂｅｆｏｒｅ）＜β（ａｆｔｅｒ）
を満たすことを特徴とする請求項７乃至１０の何れか一項に記載の定着部材を製造する製
造方法。
【請求項１３】
　前記樹脂チューブはフッ素系樹脂により形成されていることを特徴とする請求項７乃至
１２の何れか一項に記載の定着部材を製造する製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は定着部材及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　例えば電子写真方式のプリンター、コピー機、ファクシミリ等の画像形成装置の画像加
熱定着装置に用いられる定着部材として、ベルト形状のもの、ローラ形状のものがある。
【０００４】
　これら定着部材として、耐熱樹脂製或いは金属製のベルト或いはローラ形状の基材上に
、耐熱ゴム等からなる弾性層が形成され、さらにその表面には、トナーに対して優れた離
型性を有するフッ素樹脂層を設けたものが知られている。
【０００５】
　このような定着部材として、特許文献１は、拡径したフッ素樹脂チューブ内にローラ基
材を挿入し、フッ素樹脂チューブの内周面及びローラ基材の外周面の少なくとも一方に塗
布した接着剤で固定してなる、フッ素樹脂チューブ被覆ローラを開示している。
【０００６】
　また、フッ素樹脂チューブは、押出し成形したものを用いることが好ましいことを開示
している。また、フッ素樹脂チューブの厚さとしては、チューブが変形し難くなることか
ら５０μｍ以下が好ましく、成形性やローラとしての使用時の性能などの点より２０μｍ
以上が好ましいことを開示している。
【０００７】
　ところで、近年、電子写真画像形成装置においてトナーの加熱定着の際のエネルギー消
費量を低減させるために、定着部材の熱伝導効率のより一層の向上が求められている。そ
のため、フッ素樹脂チューブについても、肉厚の薄いものを用いることが求められている
。
【０００８】
　ここで、肉厚が、１０～５０μｍ程度の薄肉の、シームレスフッ素樹脂チューブは、押
し出し成形によって形成することが可能である。しかし、このように押し出し成形によっ
て形成してなる薄肉のシームレスフッ素樹脂チューブで円筒状の弾性層を被覆し、接着剤
で固定してなる定着ローラは、加熱定着枚数の増加に伴って、フッ素樹脂チューブの長手
方向に亀裂やしわを生じてしまうことがあった。
【０００９】
　この長手方向に亀裂やしわが生じてしまう課題に対し、特許文献２は、押し出し成形で
得た薄肉のシームレスフッ素樹脂チューブは、当該チューブの長手方向にフッ素樹脂分子
が高度に配向していることが当該亀裂の発生の原因と推測している。そして、フッ素樹脂
チューブのアニ－ル処理によって、フッ素樹脂チューブの長手方向のフッ素樹脂分子の配
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向の低減を図ることを試みた。
【００１０】
　しかし、フッ素樹脂チューブの長手方向のフッ素樹脂の配向度は、フッ素樹脂チューブ
の結晶化度と相関している。薄肉のフッ素樹脂チューブは、フッ素樹脂の配向度並びに結
晶化度が共に高い傾向にある。結晶化度が高いこと自体は、弾性層に追従してフッ素樹脂
チューブが繰り返し屈曲させられる定着部材及び加圧部材においては、フッ素樹脂チュー
ブの表面へのシワの発生を抑制することができるため、有利な特性である。
【００１１】
　押出し成形によって形成した薄肉のシームレスフッ素樹脂チューブの結晶化度の低下を
極力抑えつつ、配向度を下げる方法として、特許文献２は、次のような方法を開示してい
る。
【００１２】
　即ち、円筒状弾性層の外径よりも小さい内径を有するように押出し成形によりフッ素樹
脂チューブを形成する。当該フッ素樹脂チューブを拡径させて該円筒状弾性層に被せて、
フッ素樹脂チューブの拡径状態を維持させる。これと共に、該フッ素樹脂チューブを長手
方向に伸張させ、その状態で該フッ素樹脂チューブを弾性層上にて加熱処理を行う。これ
により、長期の使用によっても表面にシワや亀裂を生じ難く、良好な定着性能を安定的に
発揮し得る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】特開２００４－２７６２９０号公報
【特許文献２】特開２０１０－１４３１１８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　近年、定着部材としては、ランニングコスト低下への要求に伴って、耐久寿命のより一
層の向上が求められている。定着部材の耐久長寿命化を目指す上で、弾性層とフッ素樹脂
チューブとの剥がれ抑止という観点が上げられる。弾性層とフッ素樹脂チューブとの剥が
れの原因としては、次の１）の場合と２）の場合が考えられる。
【００１５】
　１）前記のようなシワや亀裂などのチューブ表層を起点に発生する場合
　２）それとは別に、弾性層／フッ素樹脂チューブ間の界面に直接接触し、ベルトの片寄
りによる力が掛かり易いベルト端部のチューブ界面を起点に発生する場合
　特許文献２の構成は前記シワや亀裂の抑制に関しては非常に有効な手法であるが、ベル
ト端部の弾性層／フッ素樹脂チューブ界面から発生するチューブ剥がれに関しては、直接
抑制効果のある構成ではなかった。
【００１６】
　本発明の目的は、良好な定着性能を発揮し得る定着部材、及び、これを製造するための
製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　上記の目的を達成するための本発明に係る定着部材の代表的な構成は、弾性層と、トナ
ー離型層と、を有し、前記弾性層の長手方向両端部には周方向に少なくとも１か所の隙間
を開けて連続的に照射されたレーザー照射領域が形成されており、その弾性層の上に接着
剤層を介して前記トナー離型層が被覆されていることを特徴とする。
【００１８】
　また、上記の目的を達成するための本発明に係る定着部材を製造する製造方法の代表的
な構成は、弾性材と、前記弾性材を被覆している樹脂チューブとを有する定着部材を製造
する製造方法であって、前記弾性材の長手方向両端部に、発振波長λが１２０ｎｍ≦λ≦
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１０６００ｎｍのレーザー光を周方向に少なくとも１か所の隙間を開けて連続的に照射し
たレーザー照射領域を形成する工程と、前記レーザー照射領域が形成された前記弾性材に
接着剤を塗工する工程と、前記接着剤が塗工された前記弾性材に前記樹脂チューブを被覆
する工程と、前記接着剤を硬化させて前記弾性材に前記樹脂チューブを固定する工程と、
を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、良好な定着性能を発揮し得る定着部材、及び、これを製造するための
製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】画像形成装置例の概略の構成模式図
【図２】定着装置例の概略断面図
【図３】定着ベルトの構成模式図
【図４】リングコート法の塗工装置の模式図
【図５】実施例１におけるフッ素樹脂チューブの被覆工程の模式図（拡張被覆法）
【図６】実施例２におけるフッ素樹脂チューブの被覆工程の模式図（潤滑被覆法）
【図７】実施例の評価に用いた接着性試験の模式図
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　次に、本発明を実施するための形態について、定着装置に用いられる定着用部材である
定着ベルトに基づいて説明するが、本発明の範囲はこの形態のみに限定されるものではな
く、本発明の趣旨を損ねない範囲で変更されたものも本発明に含まれる。
【００２２】
　［実施例１］
　（１）画像形成装置例の概略説明
　図１は本実施例に用いた画像形成装置の概略の構成模式図である。この画像形成装置１
は電子写真方式レーザープリンタであり、潜像を担持する像担持体として感光体ドラム２
を備えている。感光体ドラム２は矢印の時計方向に所定の速度で回転駆動され、その外面
が帯電器３によって所定の極性・電位に一様に帯電される。その一様帯電面に対してレー
ザースキャナ（光学装置）４により画像情報のレーザー走査露光５がなされる。これによ
り、感光体ドラム２の面には走査露光した画像情報の静電潜像が形成される。
【００２３】
　その静電潜像が現像器６によってトナー画像として現像される。そのトナー画像が、感
光体ドラム２と転写ローラ７との当接部である転写部において、該転写部に導入された記
録材（シート）Ｓに対して順次に転写される。
【００２４】
　記録材Ｓは装置下部の給紙カセット９内に積載収納されている。所定の給紙タイミング
で給紙ローラ１０が駆動されると、給紙カセット９内の記録材が１枚分離給紙されて、搬
送路１０ａを通ってレジストローラ対１１に至る。レジストローラ対１１は記録材Ｓの先
端部を受け止めて記録材の斜行修正をする。また、感光体ドラム上のトナー画像の先端部
が転写部に到達したときに記録材の先端部も転写部に丁度到達するタイミングとなるよう
に、感光体ドラム上のトナー画像と同期をとって、記録材Ｓを転写部に給送する。
【００２５】
　転写部を通った記録材Ｓは感光体ドラム２の面から分離されて、画像定着装置Ａへと搬
送される。この定着装置Ａにより記録材Ｓ上の未定着トナー画像が加熱・加圧により固着
画像として記録材面に定着される。そして、その記録材が搬送路１０ｂを通って排出ロー
ラ対１２によって装置上部の排出トレイ１３へと排出、積載される。また、記録材分離後
の感光体ドラム２の面はクリーニング装置８によって転写残トナー等の残留付着物が除去
されて清掃され、繰り返して作像に供される。
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【００２６】
　（２）定着装置Ａ
　図２は本実施例における画像加熱定着装置Ａの概略の構成模式図である。この定着装置
Ａはツインベルト方式-電磁誘導加熱方式の装置である。
【００２７】
　ここで、定着装置Ａまたはこれを構成している部材について長手または長手方向とは記
録材搬送路面内において、記録材搬送方向に直交する方向に並行な方向である。定着装置
について正面とは記録材導入側の面である。左右とは装置を正面から見て左または右であ
る。ベルトの幅とは記録材搬送方向に直交する方向のベルト寸法（＝ベルト長手方向の寸
法）である。また記録材の幅とは記録材面において記録材搬送方向に直交する方向の記録
材寸法である。また上流または下流とは記録材の搬送方向に関して上流または下流である
。
【００２８】
　この定着装置Ａは、第１のエンドレスベルトとしての定着ベルト（加熱部材）２０と、
第２のエンドレスベルトとしての加圧ベルト（加圧部材）３０とを備えている。
【００２９】
　定着ベルト２０の構成については（３）項で詳述する。定着ベルト２０は、ベルト懸架
部材としての間隔をあけて並行に配列されたテンションローラ３１および定着ローラ３２
と、この両ローラ３１・３２間に配設された第１の加圧パッドとしての下向きの定着パッ
ド３３との間に懸回張設されている。テンションローラ３１と定着ローラ３２は、それぞ
れ、定着装置筐体（不図示）の左右の側板間に回転自由に軸受されて支持されている。定
着パッド３３は定着装置筐体の左右の側板間に支持されて配設されている。
【００３０】
　テンションローラ３１は、外径が２０ｍｍ、内径が１８ｍｍである厚さ１ｍｍの鉄製の
中空ローラであり、定着ベルト２０に張りを与える。
【００３１】
　定着ローラ３２は、外径が２０ｍｍ、内径が１８ｍｍである厚さ１ｍｍの鉄合金製の中
空芯金に、弾性層としてのシリコーンゴム弾性層が設けられた高摺動性の弾性ローラであ
る。この定着ローラ３２は駆動ローラとして駆動源（モータ）Ｍから不図示の駆動ギア列
を介して駆動力が入力されて、矢印の時計方向に所定の速度で回転駆動される。
【００３２】
　この定着ローラ３２に前記のように弾性層を設けることで、定着ローラ３２に入力され
た駆動力を定着ベルト２０へ良好に伝達することができるとともに、定着ベルト２０から
の記録材Ｓの分離性を確保するための定着ニップを形成できる。シリコーンゴムの硬度は
ＪＩＳ－Ａ１５度である。シリコーンゴム弾性層によって、内部への熱伝導も少なくなる
ためウォーミングアップタイムの短縮にも効果がある。
【００３３】
　加圧ベルト３０は、本実施例においては、電鋳ニッケルを基層とし、表面は離型層とし
てフッ素樹脂であるＰＦＡチューブを３０μｍの厚みで設けられている。加圧ベルト３０
は、図面上、定着ベルト２０の下側に位置させて次のようにして配設されている。即ち、
加圧ベルト３０は、ベルト懸架部材としての間隔をあけて並行に配列されたテンションロ
ーラ３４および加圧ローラ３５と、この両ローラ３４・３５間に配設された第２の加圧パ
ッドとしての上向きの加圧パッド３６との間に懸回張設されている。
【００３４】
　テンションローラ３４と加圧ローラ３５は、それぞれ、定着装置筐体（不図示）の左右
の側板間に回転自由に軸受されて支持されている。テンションローラ３４は、外径が２０
ｍｍ、内径が１６ｍｍである厚さ２ｍｍの鉄合金製の中空芯金に、熱伝導率を小さくして
加圧ベルト３０からの熱伝導を少なくするためにシリコーンスポンジ層を設けてあり、加
圧ベルト３０に張りを与える。加圧ローラ３５は、外径が２０ｍｍ、内径が１６ｍｍであ
る厚さ２ｍｍの鉄合金製とされた低摺動性の中空剛性ローラである。加圧パッド３６は定
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着装置筐体の左右の側板間に支持されて配設されている。
【００３５】
　そして、定着ベルト２０と加圧ベルト３０との間に画像加熱部としての定着ニップ４０
を形成するために、加圧ローラ３５は、回転軸の左右両端側がそれぞれ加圧機構（不図示
）により矢印Ｆの方向に所定の加圧力にて定着ローラ３２に向けて加圧されている。
【００３６】
　また、装置を大型化することなく幅広い定着ニップ４０を得るために、加圧パッドを採
用している。すなわち、定着パッド３３により定着ベルト２０を加圧ベルト３０に向けて
加圧させるとともに加圧パッド３６により加圧ベルト３０を定着ベルト２０に向けて加圧
させている。加圧パッド３６は、加圧機構（不図示）により矢印Ｇの方向に所定の加圧力
にて定着パッド３３に向けて加圧されている。定着パッド３３と加圧パッド３６との間に
定着ベルト２０と加圧ベルト３０が圧着されることで記録材搬送方向において幅広の定着
ニップ４０が形成されている。
【００３７】
　定着パッド３３はパッド基体と定着ベルト内面に接する摺動シート（低摩擦シート）３
８を有する。加圧パッド３６もパッド基体と加圧ベルト内面に接する摺動シート３９を有
する。これはベルト基層を金属層にした場合には、パッドのベルト内周面と摺擦する部分
の削れが大きくなるという問題があるためである。ベルトとパッド基体の間に、摺動シー
ト３８と３９を介在させることで、パッドの削れを防止し、摺動抵抗も低減できるので、
良好なベルト走行性、ベルト耐久性を確保できる。
【００３８】
　定着ベルト２０の加熱手段として、エネルギー効率の高い電磁誘導加熱方式の加熱源（
誘導加熱部材、励磁コイル）を採用している。加熱源としての誘導加熱部材３７は定着ベ
ルト２０の上行側ベルト部分の外面に対して所定の僅少な隙間を存して対向させて配設さ
れている。
【００３９】
　誘導加熱部材３７は、誘導コイル３７ａと、励磁コア３７ｂと、それらを保持するコイ
ルホルダー３７ｃと、から構成される。誘導コイル３７ａは、長円状に扁平巻きされたリ
ッツ線を用い、誘導コイルの中心と両脇に突起した横Ｅ型の励磁コア３７ｂの中に配置さ
れている。励磁コア３７ｂはフェライト、パーマロイといった高透磁率で残留磁速密度の
低いものを用いるので、誘導コイル３７ａや励磁コア３７ｂでの損失を抑えられ、効率的
に定着ベルト２０を加熱する事ができる。
【００４０】
　定着動作は次のとおりである。制御回路部４３は、少なくとも画像形成実行時にはモー
タＭを駆動する。また、励磁回路４４から誘導加熱部材３７の誘導コイル３７ａに高周波
電流を流す。
【００４１】
　モータＭが駆動されることで定着ローラ３２が回転駆動される。これにより、定着ベル
ト２０が定着ローラ３２と同じ方向に回転駆動される。定着ベルト２０の周速度は、定着
ニップ４０の記録材入口側において記録材Ｓにループを形成するため画像形成部側から搬
送されてくるシートＳの搬送速度に比して僅かに遅い周速とされている。本実施例の場合
、定着ベルト２０の周速は３００ｍｍ／ｓｅｃとされ、Ａ４サイズのフルカラー画像を１
分間に７０枚定着することが可能である。
【００４２】
　加圧ベルト３０は定着ニップ４０における定着ベルト２０との摩擦力で定着ベルト２０
に従動して回転する。ここで、定着ニップ最下流の部分をローラ対３２・３５により定着
ベルト２０と加圧ベルト３０を挟んで搬送する構成としたことで、ベルトのスリップを防
止することができる。定着ニップ最下流の部分は定着ニップでの圧分布（記録材搬送方向
）が最大となる部分である。
【００４３】
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　一方、励磁回路４４から誘導加熱部材３７の誘導コイル３７ａに高周波電流が流される
ことで、定着ベルト２０の金属層が誘導発熱して定着ベルト２０が加熱される。定着ベル
ト２０の表面温度がサーミスタ等の温度検知素子４２により検知される。この温度検知素
子４２で検知される定着ベルト２０の温度に関する信号が制御回路部４３に入力する。制
御回路部４３は温度検知素子４２から入力する温度情報が所定の定着温度に維持されるよ
うに、励磁回路４４から誘導コイル３７ａに対する供給電力を制御して、定着ベルト２０
の温度を所定の定着温度に温調する。
【００４４】
　定着ベルト２０が回転駆動され、また所定の定着温度に立ち上がって温調された状態に
おいて、定着ベルト２０と加圧ベルト３０間の定着ニップ４０に、未定着トナー画像ｔを
有する記録材Ｓが搬送される。記録材Ｓは未定着トナー画像ｔを担持した面を定着ベルト
２０側にして導入される。そして、記録材Ｓは未定着トナー画像担持面が定着ベルト２０
の外周面に密着したまま定着ニップ４０で挟持搬送されていくことにより、定着ベルト２
０から熱が付与され、また加圧力を受けて未定着トナー画像ｔが記録材Ｓの表面に定着さ
れる。
【００４５】
　また、定着ベルト２０内の定着ローラ３２がゴム層を有する弾性ローラであり、加圧ベ
ルト３０内の加圧ローラ３５は鉄合金製の剛性ローラであるため、定着ベルト２０と加圧
ベルト３０との定着ニップ出口では定着ローラ３２の変形が大きくなっている。その結果
、定着ベルト２０も大きく変形し、定着トナー画像を担持した記録材Ｓは定着ベルト２０
から自らのこしにより曲率分離される。４１は分離補助爪部材である。
【００４６】
　（３）定着ベルト２０
　図３の（ａ）は定着部材である定着ベルト２０の層構成を示す断面模式図である。２０
ｂは円筒状基体、２０ａは円筒状基体２０ｂの内周面に配された内面摺動層、２０ｃは円
筒状基体２０ｂの外周面を被覆したプライマー層、２０ｄはプライマー層２０ｃ上に配さ
れた円筒状弾性層（弾性材）である。２０ｆはフッ素樹脂表層（トナー離型層）としての
フッ素樹脂チューブ（フッ素系樹脂により形成されている樹脂チューブ）であり、弾性層
２０ｄ上にシリコーンゴム接着剤層２０ｅを介して配してある。また、定着ベルト２０の
両端部の弾性層２０ｄにはレーザー照射領域Ｌを設けてある。図３の（ｂ）は弾性層２０
ｄのレーザー照射領域Ｌを示した図である。
【００４７】
　本実施例の定着ベルト２０は上記６層の積層複合層部材であり、全体に可撓性を有する
薄肉の低熱容量の部材である。そして、この定着ベルト１は自由状態においてはほぼ円筒
形状を保持している。以下に各構成層について具体的に説明する。
【００４８】
　（３－１）円筒状基体２０ｂ
　定着ベルト２０には耐熱性が要求される為、円筒状基体２０ｂは、耐熱、耐屈曲性に配
慮されたものを用いるのが好ましい。例えば、アルミニウム、鉄、ニッケル、銅などの金
属やそれらの合金、もしくは、ポリイミド樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエーテルエーテル
ケトン樹脂、ポリアミドイミド樹脂などの耐熱性樹脂やそれらのポリマーアロイを用いる
ことが出来る。
【００４９】
　本実施例では、円筒状基体２０ｂとして、内径φ５５ｍｍ、厚み６５μｍ、長さ４２０
ｍｍの電鋳ニッケルベルトを用いた。
【００５０】
　（３－２）内面摺動層２０ａ
　内面摺動層２０ａとしては、ポリイミド樹脂のような高耐久性、高耐熱性を持つ樹脂が
適している。本実施例では、芳香族テトラカルボン酸二無水物或いはその誘導体と、芳香
族ジアミンとの略等モルを有機極性溶媒中で反応させて得られるポリイミド前駆体溶液を
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、円筒状基体２０ｂの内面に塗工する。そして、乾燥、加熱し、脱水閉環反応により形成
したポリイミド樹脂層を形成して内面摺動層２０ａとした。
【００５１】
　具体的には、本実施例では、ポリイミド前駆体溶液として、３，３’，４，４’－ビフ
ェニルテトラカルボン酸二無水物とパラフェニレンジアミンからなるポリイミド前駆体の
Ｎ－メチル－２－ピロリドン溶液を用いた。そして、厚み１５μｍのポリイミド樹脂内面
摺動層２０ａを形成した。
【００５２】
　（３－３）弾性層２０ｄ
　弾性層２０ｄは、定着時にトナー画像と用紙の凹凸に対して均一な圧力を与えるために
定着部材に担持させる弾性層として機能する。かかる機能を発現させる上で、弾性層２０
ｄは、特に限定しないが、加工性を鑑み付加硬化型シリコーンゴムを硬化させたものとす
ることが好ましい。また、後述するフィラーの種類や添加量に応じて、その架橋度を調整
することで、弾性を調整することができるからである。
【００５３】
　一般に、付加硬化型シリコーンゴムは、不飽和脂肪族基を有するオルガノポリシロキサ
ンと、ケイ素に結合した活性水素を有するオルガノポリシロキサン、および架橋触媒とし
て白金化合物が含まれている。
【００５４】
　ケイ素に結合した活性水素を有するオルガノポリシロキサンは白金化合物の触媒作用に
より、不飽和脂肪族基を有するオルガノポリシロキサン成分のアルケニル基との反応によ
って架橋構造を形成させる。
【００５５】
　シリコーンゴム弾性層２０ｄは、定着部材に熱伝導性の向上、補強、耐熱性の向上など
のためにフィラーを含んでいてもよい。
【００５６】
　特に、熱伝導性を向上させる目的では、フィラーとしては高熱伝導性であることが好ま
しい。具体的には、無機物、特に金属、金属化合物などを挙げることができる。
【００５７】
　高熱伝導性フィラーの具体例は、炭化ケイ素（ＳｉＣ）、窒化ケイ素（Ｓｉ3Ｎ4）、窒
化ホウ素（ＢＮ）、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、アルミナ（Ａｌ2Ｏ3）が挙げられる。
また、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、酸化マグネシウム（ＭｇＯ）、シリカ（ＳｉＯ2）、銅（Ｃ
ｕ）、アルミニウム（Ａｌ）、銀（Ａｇ）、鉄（Ｆｅ）、ニッケル（Ｎｉ）などが挙げら
れる。
【００５８】
　これらは単独であるいは２種以上を混合して用いることができる。高熱伝導性フィラー
の平均粒径は取り扱い上、および分散性の観点から１μｍ以上５０μｍ以下が好ましい。
また、形状は球状、粉砕状、針状、板状、ウィスカ状などが用いられるが、分散性の観点
から球状のものが好ましい。
【００５９】
　定着部材の表面硬度への寄与、及び定着時の未定着トナーへの熱伝導の効率から、シリ
コーンゴム弾性層の厚みの好ましい範囲は１００μｍ以上６００μｍ以下、特には２００
μｍ以上５００μｍ以下が好ましい。
【００６０】
　本実施例では、４５０μｍ厚の付加硬化型シリコーンゴムを塗工し、２００℃にて３０
分間焼成した。この時、付加硬化型シリコーンゴムの原液は、下記の材料（ａ）および（
ｂ）を、Ｓｉ－Ｈ基に対するビニル基の個数の割合（Ｈ／Ｖｉ）が、０．４５となるよう
に配合し、触媒量の白金化合物を加えて、付加硬化型シリコーンゴム原液を得た。
【００６１】
　（ａ）１分子中にビニル基を少なくとも２個以上有する、ビニル化ポリジメチルシロキ
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サン（重量平均分子量１０００００（ポリスチレン換算））
　（ｂ）１分子中にＳｉ－Ｈ結合を少なくとも２個以上有する、ハイドロジェンオルガノ
ポリシロキサン（重量平均分子量１５００（ポリスチレン換算））
　（３－４）プライマー層２０ｃ
　プライマー処理とは円筒状基体２０ｂと弾性層２０ｄとを接着させるプライマーを、接
着性能を発揮しうる状態で基体２０ｂの表面に形成することを指す。
【００６２】
　プライマー層２０ｃを構成する材料は、内面摺動層２０ａ、円筒状基体２０ｂ、フッ素
樹脂表層２０ｆの材料よりも軟化点および溶融点が低く、またシリコーンゴム弾性層２０
ｄに比べて円筒状基体２０ｂとの濡れ性が良いことが求められる。例えば、ヒドロシリル
系（ＳｉＨ系）シリコーンプライマー、ビニル系シリコーンプライマー、アルコキシ系シ
リコーンプライマーなどが挙げられる。ヒドロシリル系（ＳｉＨ系）、ビニル系に関して
は付加重合架橋、アルコキシ系に関しては縮合重合架橋によってシリコーンゴム弾性層と
結合される。
【００６３】
　更に詳細には、シリコーンプライマーは、シランカップリング剤であるプライマー組成
物と有機溶媒の混合物となっている。
【００６４】
　プライマー組成物は、更に接着成分と造膜成分とにわかれることが多い。接着成分とし
ては、アルケニル基を含むオルガノアルコキシシランやオルガノアルコキシポリシロキサ
ン樹脂などが挙げられる。
【００６５】
　具体的には、下記のような分子中に、無機質と化学結合する反応基（アルコキシ基、シ
ラノール基など）及び有機材料と化学結合する反応基（ビニル基、エポキシ基、メタクリ
ル基、アミノ基、メルカプト基など）を併せ持つ有機ケイ素化合物である。
【００６６】
　ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、γ－メタクリロキシプロピル
トリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピ
ルトリエトキシシラン、γ－メルカプトプロピルトリメトキシシランなどの分子。
【００６７】
　造膜成分としては、アルコキシ基、シラノール基などを多く含有する有機ケイ素化合物
などが挙げられ、具体的にはテトラエトキシシランなどである。プライマー中のシラノー
ル基（アルコキシ基も加水分解してシラノール基に変換される）は、プライマー層自身の
シラノール基や、シリコーンゴム弾性層のシラノール基、もしくは無機質と化学結合する
ことにより膜形成を行う働きを担う。
【００６８】
　プライマー組成物の溶媒としては揮発し易いものが良い。メタノール、エタノール、イ
ソプロパノールなどのアルコール系溶剤、トルエンなどの芳香族炭化水素系溶剤が例示さ
れる。また、ヘプタン、ｎ－ヘキサン、シクロヘキサン、メチルシクロヘキサン、ジメチ
ルシクロヘキサンなどの脂肪族炭化水素系溶剤、アセトン、メチルエチルケトンなどのケ
トン系溶剤、酢酸エチルなどのエステル系溶剤が例示される。
【００６９】
　これらの溶剤は単独で用いても２種類以上を併用しても良い。溶剤の添加量に関しては
、プライマー組成物の塗工方法に応じて、適切な濃度になるように適宜調整すれば良い。
プライマー組成物中の溶剤量は溶剤以外の成分に対して質量基準で２倍以上であることが
望ましく、円筒状基体に塗工する際、接着層に厚さムラをより少なくすることができる。
【００７０】
　本実施例では、ヒドロシリル系のシリコーンプライマー『ＤＯＷ　ＣＯＲＮＩＮＧ　Ｔ
ＯＲＡＹ　ＤＹ　３９－０５１Ａ／Ｂ（東レ・ダウコーニング製）』を５．０μｍ狙いで
塗工し、２００℃にて５分間焼成した。
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【００７１】
　（３－５）シリコーンゴム弾性層の形成
　図４は、外周面にプライマー層２０ｃを形成した円筒状基体２０ｂ上にシリコーンゴム
弾性層（円筒状弾性層）２０ｄを形成する工程の一例であり、所謂リングコート法を用い
る方法を説明するための模式図である。
【００７２】
　付加硬化型シリコーンゴムとフィラーとが配合された付加硬化型シリコーンゴム組成物
をシリンダーポンプ５７に充填し、シリンダーポンプ５７から環状の塗工ヘッド５３へ上
記の組成物を圧送する。これにより、環状の塗工ヘッド５３の内側に配置された塗工液供
給ノズル（不図示）から円筒状基体２０ｂ（２０ａ・２０ｂ・２０ｃ）の周面に付加硬化
型シリコーンゴム組成物が塗工される。
【００７３】
　塗工ヘッド５３は固定された塗工ヘッド保持部５４に保持されている。シリンダーポン
プ５７はモータＭ１により駆動されて付加硬化型シリコーンゴム組成物を、チューブ５６
を介して塗工ヘッド５３へ圧送する。
【００７４】
　円筒状基体２０ｂは芯金保持具５１に保持された円筒状芯金に外嵌されて保持されてい
る。芯金保持具５１は軸線が水平にされて塗工台５２に水平移動可能に保持されている。
環状の塗工ヘッド５３は円筒状基体２０ｂに同軸に外嵌されている。塗工台５２はモータ
Ｍ２により芯金保持具５１の水平軸線方向に所定の速度で往動される。また、復動（戻し
移動）される。
【００７５】
　塗工ヘッド５３による塗工と同時に円筒状基体２０ｂを図面上で右方向に一定速度で移
動（往動）させることで、付加硬化型シリコーンゴム組成物の塗膜５５を円筒状基体２０
ｂの周面に円筒状に形成することが出来る。
【００７６】
　塗膜の厚みは、塗工液供給ノズルと円筒状基体２０ｂとのクリアランス、シリコーンゴ
ム組成物の供給速度、円筒状基体２０ｂの移動速度、などによって制御することが出来る
。本実施例では塗工液供給ノズルと円筒状基体２０ｂとのクリアランスを０．８ｍｍ、シ
リコーンゴム組成物の供給速度を２．９ｍｍ／ｓ、円筒状基体２０ｂの移動速度を４０ｍ
ｍ／ｓとし、４５０μｍのシリコーンゴム組成物層５５を得た。
【００７７】
　円筒状基体２０ｂ上に形成された付加硬化型シリコーンゴム組成物層５５は、電気炉な
どの加熱手段によって一定時間加熱して、架橋反応を進行させることにより、シリコーン
ゴム弾性層２０ｄとすることができる。
【００７８】
　（３－６）フッ素樹脂表層２０ｆ
　定着部材の表層２０ｆとしては、成形性やトナー離型性の観点から押し出し成形による
フッ素樹脂チューブが使用される。
【００７９】
　フッ素樹脂チューブの原材料としてのフッ素樹脂としては、耐熱性に優れたテトラフル
オロエチレン／パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体（ＰＦＡ）が好適に用いら
れる。フッ素樹脂チューブの厚みは、５０μｍ以下とするのが好ましい。積層した際に下
層のシリコーンゴム弾性層２０ｄの弾性を維持し、定着部材としての表面硬度が高くなり
すぎることを抑制できるからである。
【００８０】
　フッ素樹脂チューブの内面は、予め、ナトリウム処理やエキシマレーザー処理、アンモ
ニア処理などを施すことで、接着性を向上させることが出来る。
【００８１】
　フッ素樹脂チューブは、押し出し成形により成形するものを用いる。原料となるＰＦＡ
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の共重合の形式は特に限定されず、例えば、ランダム共重合、ブロック共重合、グラフト
共重合などが挙げられる。
【００８２】
　また、原料となるＰＦＡにおけるテトラフルオロエチレン（ＴＦＥ）とパーフルオロア
ルキルビニルエーテル（ＰＡＶＥ）の含有モル比は特に限定されるものではない。例えば
、ＴＦＥ／ＰＡＶＥの含有モル比が、９４／６～９９／１のものを好適に用いることがで
きる。
【００８３】
　この他のフッ素樹脂として、テトラフルオロエチレン／ヘキサフルオロプロピレン共重
合体（ＦＥＰ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、エチレン／テトラフルオロ
エチレン共重合体（ＥＴＦＥ）が挙げられる。また、ポリクロロトリフルオロエチレン（
ＰＣＴＦＥ）、エチレン／クロロトリフルオロエチレン共重合体（ＥＣＴＦＥ）、ポリフ
ッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）等が挙げられる。そして、それらのフッ素樹脂を１種あるい
は複数種組み合わせて用いることもできる。
【００８４】
　本実施例においては、押し出し成形で得られたＰＦＡチューブを使用した。チューブ厚
みは４０μｍであった。チューブ内径は、弾性層２０ｄの外径よりも小さく、５２ｍｍで
あった。チューブ内面は、接着性を向上させるためアンモニア処理が施されている。
【００８５】
　（３－７）接着剤層２０ｅ
　弾性層２０ｄであるところの硬化シリコーンゴム弾性層上に表層２０ｆであるところの
フッ素チューブを固定する接着層２０ｅは、弾性層２０ｄの表面に１～１０μｍの厚みで
均一に塗布した付加硬化型シリコーンゴム接着剤の硬化物からなっている。そして、付加
硬化型シリコーンゴム接着剤２０ｅは、自己接着成分が配合された付加硬化型シリコーン
ゴムを含む。
【００８６】
　具体的には、付加硬化型シリコーンゴム接着剤２０ｅは、ビニル基に代表される不飽和
炭化水素基を有するオルガノポリシロキサンと、ハイドロジェンオルガノポリシロキサン
および架橋触媒としての白金化合物を含有する。そして、付加反応により硬化する。この
ような接着剤としては、既知のものを使用することができる。
【００８７】
　本実施例では、付加硬化型シリコーンゴム接着剤『ＤＯＷ　ＣＯＲＮＩＮＧ（Ｒ）　Ｓ
Ｅ　１８１９　ＣＶ　Ａ／Ｂ（東レ・ダウコーニング製）』を使用した。
【００８８】
　（３－８）レーザー照射
　定着ベルト２０の端部の弾性層２０ｄ／フッ素樹脂チューブ２０ｆの界面が起点となる
チューブ剥がれを抑制するためには、接着力を上げるのが好ましい。十分な接着力を発現
するためにレーザー照射領域Ｌを定着ベルト両端部（弾性層の長手方向両端部）に形成し
、その結果、ベルト端部からのチューブ剥がれを抑制することを特徴としている。
【００８９】
　レーザーの照射領域Ｌは後述する扱き工程（接着に寄与しない余剰な接着剤と、被覆時
に巻き込んでしまった空気を扱き出す工程）で接着剤と空気を抜けやすくするために、ベ
ルト周方向に少なくとも１か所の隙間を開けるのが好ましい。隙間を開けずに全周方向に
連続的にレーザーが出力されていると、出来上がりの定着ベルト２０の厚みムラが発生す
ることがある。レーザーは、局所的かつ簡易に表面処理をすることができるため、上記の
ような領域の制御は容易である。
【００９０】
　レーザー照射に用いるレーザー光の発振波長λは１２０ｎｍ≦λ≦１０６００ｎｍの範
囲のものが好ましい。λ＜１２０ｎｍでは、繰り返しの出力に時間がかかり、製造工程の
生産性が落ちてしまう。また、λ＞１０６００ｎｍでは、十分なエネルギーを得ることが
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できず表面処理能力が落ちてしまう。
【００９１】
　レーザー照射により弾性層２０ｄとフッ素チューブ２０ｆ間の接着力が増加するメカニ
ズムとしては下記１）の効果と２）の効果で、フッ素樹脂チューブ２０ｆと弾性層２０ｄ
との接着力を増加させることができる。
【００９２】
　１）弾性層２０ｄを粗面化させることによるアンカー効果
　２）弾性層２０ｄの官能基変化による弾性層２０ｄの表層部分での接着剤保持効果（親
水化による接着剤の表面保持、もしくは、架橋構造形成による付加硬化型接着剤の弾性層
深部への浸透抑制）
　１）の効果は１２０ｎｍ≦λ≦１０６００ｎｍの範囲内ではどの波長のレーザーを用い
ても効果が得られ、本発明者らが検討したところ、該レーザー照射領域Ｌの算術平均粗さ
Ｒａが０．５μｍ≦Ｒａ≦１０μｍの範囲だと接着力がより増加する効果が見られた。
【００９３】
　２）の効果に関しては波長の短いエキシマレーザーなどで顕著である。該レーザーの照
射により、弾性層表面の分子間（または被処理物表面に付着した物質の分子間）の結合を
切断し、フリーラジカルが形成される。
【００９４】
　フリーラジカルは空気中の水分や隣接する分子鎖と反応することにより、弾性層２０ｄ
の表面に水酸基（赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ）で３４００ｃｍ－１付近のピーク）が導
入されたり、弾性層表面の架橋が進行したりする。弾性層表面の水酸基は、接着剤中のシ
ランカップリング剤などとの脱水縮合反応を促進するため、結果としてフッ素樹脂チュー
ブと弾性層との接着力を増加させることができる。
【００９５】
　また、弾性層２０ｄにシリコーンゴムを用いる場合はレーザー照射により、表層の架橋
（Ｓｉ－Ｏ結合（赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ）で１０２０ｃｍ－１付近のピーク））が
進行する。そうすると、特開２００９－２４４８８７号公報で記述されているように、付
加硬化型接着剤の弾性層深部への浸透することを抑制するという効果も働く。そのため、
弾性層表面部分での接着剤枯渇による接着不良をより防ぐことができる。
【００９６】
　本実施例では１０６００ｎｍ、出力２０Ｗ、発信周波数２５ｋＨｚ、幅１５ｍｍで周方
向４箇所（９０°毎）に５ｍｍの隙間ａを設けて、弾性層２０ｄにＣＯ2レーザーを連続
的に照射した。
【００９７】
　本発明における上記のレーザー照射に関してまとめると次のとおりである。
【００９８】
　ａ：円筒状弾性層２０ｄの表面の初期粗さ（レーザー照射前の表面粗さ）をＲａ（ｂｅ
ｆｏｒｅ）、レーザー照射領域Ｌにおける円筒状弾性層２０ｄの表面の粗さをＲａ（ａｆ
ｔｅｒ）、としたとき、Ｒａ（ｂｅｆｏｒｅ）＜Ｒａ（ａｆｔｅｒ）である。
【００９９】
　ｂ：Ｒａ（ａｆｔｅｒ）が０．５μｍ≦Ｒａ（ａｆｔｅｒ）≦１０μｍ（０．５μｍ以
上１０μｍ以下）である。
【０１００】
　ｃ：円筒状弾性層２０ｄにシリコーンゴムを使用した場合であって、
　円筒状弾性層のレーザーの照射前における表面に関して、赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ
）で測定した、［Ｓｉ－Ｏ結合に起因する吸収（１０２０ｃｍ－１付近）］／［Ｓｉ－Ｃ
結合に起因する吸収（１２６０ｃｍ-1付近）］の強度比をα（ｂｅｆｏｒｅ）、
　円筒状弾性層のレーザー照射領域Ｌにおける表面に関して、赤外分光光度計（ＦＴ－Ｉ
Ｒ）で測定した、［Ｓｉ－Ｏ結合に起因する吸収（１０２０ｃｍ－１付近）］／［Ｓｉ－
Ｃ結合に起因する吸収（１２６０ｃｍ－１付近）］の強度比をα（ａｆｔｅｒ）、
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　としたとき、α（ｂｅｆｏｒｅ）＜α（ａｆｔｅｒ）である。
【０１０１】
　ｄ：円筒状弾性層２０ｄにフッ素ゴムを使用した場合であって、
　円筒状弾性層のレーザーの照射前における表面に関して、赤外分光光度計（ＦＴ－ＩＲ
）で測定した、［ヒドロキシル結合に起因する吸収（３４００ｃｍ－１付近）］／［Ｃ－
Ｆ結合に起因する吸収（１２１０ｃｍ－１付近）］の強度比をβ（ｂｅｆｏｒｅ）、
　円筒状弾性層のレーザー照射領域Ｌにおける表面に関して、赤外分光光度計（ＦＴ－Ｉ
Ｒ）で測定した、［ヒドロキシル結合に起因する吸収（３４００ｃｍ－１付近）］／［Ｃ
－Ｆ結合に起因する吸収（１２１０ｃｍ－１付近）］の強度比をβ（ａｆｔｅｒ）、
　としたとき、β（ｂｅｆｏｒｅ）＜β（ａｆｔｅｒ）である。
【０１０２】
　（４）実施例１のフッ素樹脂チューブ被覆工程（拡張被覆法）
　本実施例１では表層２０ｆとしてのフッ素樹脂チューブを外側から拡張し、接着剤層２
０ｅを介して弾性層２０ｄに被覆する方法（拡張被覆法）を用いた。
【０１０３】
　図５は、拡張被覆法でフッ素樹脂チューブ２０ｆをシリコーンゴム弾性層２０ｄの積層
された円筒状基体２０ｂに被覆する時の工程概略図である。中子（不図示）にシリコーン
ゴム弾性層２０ｄの積層された円筒状基体２０ｂをセットし、チューブ拡張型Ｋの内面に
配置したフッ素樹脂チューブ２０ｆを被覆する。この拡張被覆法の流れを、図５を用いて
説明する。
【０１０４】
　（ａ）ゴム塗工
　内周面に内面摺動層２０ａを施し、外周面にプライマー層２０ｃを施した円筒状基体２
０ｂの外周に前述の要領にて弾性層２０ｄとしてシリコーンゴム弾性層を形成する工程で
ある。
【０１０５】
　（ｂ）レーザー照射
　シリコーンゴム弾性層２０ｄの所定の部位に所定の形態で前述の要領にてレーザー照射
を施す工程である。
【０１０６】
　（ｃ）接着剤塗布
　レーザー照射を施したシリコーンゴム弾性層２０ｃに前述の要領にて付加硬化型シリコ
ーンゴム接着剤２０ｅを均一に塗布する工程である。
【０１０７】
　（ｄ）チューブ挿入
　（ａ）～（ｃ）の工程で得られた、内面摺動層２０ａ、シリコーンゴム弾性層２０、接
着剤層２０ｅが施された円筒状基体２０ｂの外径より大きな内径を有する金属製チューブ
拡張型Ｋの内側に表層としてのフッ素樹脂チューブ２０ｆを配置（挿入）する。そして、
フッ素樹脂チューブ２０ｆの両端を保持部材ＦｕとＦｌを用いて保持する。
【０１０８】
　（ｅ）チューブ拡径
　次に、フッ素樹脂チューブ２０ｆの外表面と拡張型Ｋの内面の隙間ａの部分を真空状態
（大気圧に対して負圧）にする。真空（５ｋＰａ）になったことでフッ素樹脂チューブ２
０ｆが拡張（拡径）して、フッ素樹脂チューブ２０ｆの外表面が拡張型Ｋの内面に密着す
る。
【０１０９】
　（ｆ）挿入
　中子（不図示）に、（ａ）～（ｃ）の工程で得られた、内面摺動層２０ａ、シリコーン
ゴム弾性層２０、接着剤層２０ｅが施された円筒状基体２０ｂをセットし、上記（ｅ）の
拡張型Ｋにより拡径されている状態のフッ素樹脂チューブ２０ｆ内に挿入する。
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【０１１０】
　金属製チューブ拡張型Ｋの内径はこの円筒状基体２０ｂの挿入がスムーズに行われる範
囲であれば特に限定するものではない。
【０１１１】
　（ｇ）チューブ被覆
　上記（ｆ）の挿入後、フッ素樹脂チューブ２０ｆの外表面と拡張型Ｋの内面の隙間の部
分の真空状態（大気圧に対して負圧）を破壊（大気圧に対して負圧を解除）する。真空が
破壊されることで、フッ素樹脂チューブ２０ｆは、シリコーンゴム弾性層２０ｄの積層さ
れた円筒状基体２０ｂの外径と同じ大きさまで拡径が解かれる。これにより、フッ素樹脂
チューブ２０ｆとシリコーンゴム弾性層２０ｄの表面は接着剤層２０ｅを介して密着した
状態になる。
【０１１２】
　この後に、特許文献２のようにフッ素樹脂チューブ２０ｆを所定の伸張率まで伸張する
工程を入れることもできる。フッ素樹脂チューブ２０ｆが伸張される際、フッ素樹脂チュ
ーブ２０ｆとシリコーンゴム弾性層２０ｄの間にある付加硬化型シリコーンゴム接着剤２
０ｅが潤滑剤の役目を果たし、スムーズに伸張することができる。
【０１１３】
　（ｈ）扱き工程
　拡張型Ｋからシリコーンゴム弾性層２０ｄの表面にフッ素樹脂チューブ２０ｆが被覆さ
れた円筒状基体２０ｂを抜き出す。弾性層２０ｄとフッ素樹脂チューブ２０ｆの間には、
接着に寄与しない余剰な付加硬化型シリコーンゴム接着剤２０ｅと、被覆時に巻き込んで
しまった空気が存在する。そのため、この余剰な接着剤と空気を扱き出すための扱き工程
が必要である。
【０１１４】
　フッ素樹脂チューブ２０ｆが被覆されている円筒状基体２０ｂの外径より僅かに大きい
内径をもつエアー噴出リングＲをその円筒状基体２０ｂに外嵌する。そして、エアー噴出
リングＲを、円筒状基体２０ｂの上端部よりフッ素樹脂チューブ２０ｆの表面へエアー（
エアー圧０．５ＭＰａ）をフッ素樹脂チューブ２０ｆの周方向と垂直の方向に噴出させな
がらフッ素樹脂チューブ２０ｆの長手方向へ移動させる。
【０１１５】
　これにより、弾性層２０ｄとフッ素樹脂チューブ２０ｆの間にある接着に寄与しない余
剰な付加硬化型シリコーンゴム接着剤２０ｅと、被覆時に巻き込んでしまった空気を扱き
出す。
【０１１６】
　ここで、レーザー照射領域Ｌにおいては、弾性層２０ｄとフッ素樹脂チューブ２０ｆの
接着が強くなっているため、全周方向連続的にレーザーが照射されていると、その部分で
扱き出される付加硬化型シリコーンゴム接着剤２０ｅと空気は抵抗を受けてしまう。しか
し、本実施例では周方向に少なくとも１か所隙間ａ（レーザー非照射部）が設けられてレ
ーザーが照射されているため、その隙間ａから付加硬化型シリコーンゴム接着剤２０ｅと
空気がとり抜けることができ、抵抗が軽減される。
【０１１７】
　扱き方法としては、エアー圧を利用した方法の他にも、液体や半固体を噴出させてもよ
い。また、フッ素樹脂チューブ２０ｆが被覆されている円筒状基体２０ｂの外径より小さ
な径をもつ伸縮するリングを用いて扱いてもよい。
【０１１８】
　（ｉ）加熱処理
　上記（ｈ）の扱き工程後、加熱処理（電気炉で２００℃、３０分加熱）を行うことで、
付加硬化型シリコーンゴム接着剤２０ｅを硬化させ、フッ素樹脂チューブ２０ｆと弾性層
２０ｄを全域にわたって固定させた。
【０１１９】
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　（ｊ）製品長にカット（切断、研磨）
　加熱処理後、自然冷却してから、レーザー照射部Ｌが定着部材の両端部にくるように所
定の長さで切断してから研磨し、定着ベルト２０を完成させた。
【０１２０】
　（５）実施例１に対する比較例
　実施例１に対する比較例として、他の層構成の作製条件が等しく、フッ素樹脂チューブ
２０ｆの被覆工程のみを表１のように「レーザー照射（の有無や範囲）」「接着剤量」を
それぞれ変更して比較例１－１乃至１－３の定着ベルトを前記の拡張被覆法にて作製した
。
【０１２１】
　比較例１－１は弾性層２０ｄにレーザーを照射せずに作製した定着部材である。比較例
１－２は弾性層２０ｄにレーザーを照射せず、かつ接着剤量を実施例１の２倍（６ｇ）に
増やして作製した定着部材である。比較例１－３はレーザーを弾性層の周方向全域に隙間
なく連続的に照射して製造した定着部材である。
【０１２２】
　（６）厚み測定
　マイクロメータ『高精度デジマチックマイクロメータＭＤＨ－２５Ｍ；ミツトヨ製』に
て、定着ベルト両端部から２０ｍｍの位置のベルト厚みを計測し、ＭＡＸ値－ＭＩＮ値を
算出した。ここで、２０ｍｍの位置は、レーザー照射を行っている実施例１、比較例１－
３にとっては、レーザー照射部に隣接する位置となっており、前記（ｈ）の扱き工程で接
着剤が残存している可能性が高い領域である。結果を表１に併せて記載する。
【０１２３】
　周方向に隙間ａを入れてレーザー照射領域Ｌを設けてある実施例１は、レーザーを照射
していない比較例１－１、比較例１－２と同程度の１０μｍ付近の厚みムラしかなく、精
度のよい定着ベルトに仕上がった。
【０１２４】
　全周方向連続的にレーザーが照射されている比較例１－３は、レーザー照射部の弾性層
２０ｄとフッ素樹脂チューブ２０ｆとの接着が強い。そのため、弾性層２０ｄとフッ素樹
脂チューブ２０ｆの間にある付加硬化型シリコーンゴム接着剤２０ｅをうまく扱き出すこ
とができずに、３３０５μｍ（≒３．３ｍｍ）という大幅な厚みムラが観測された。
【０１２５】
　（７）接着性試験
　弾性層２０ｄとフッ素樹脂チューブ２０ｆとの接着性をピーリング測定機『縦型自動計
測ＭＶ－１０００Ｎ；イマダ製』を用いて評価した。
【０１２６】
　具体的には、定着ベルト端部の弾性層２０ｄとフッ素樹脂チューブ２０ｆの界面にフェ
ザーカッターで切りこみを入れる。そして、フッ素樹脂チューブ側を試験機で引っ張り速
度１ｍｍ／ｓ、サンプル幅１０ｍｍの状態で弾性層とフッ素樹脂チューブとの界面の９０
度ピーリング強度を測定した。引張の方向としては、実機でのベルト端部からの剥がれを
想定し、図７のように長手方向へ剥がれが進展していくように測定した。結果を表１に併
せて示す。
【０１２７】
　実施例１に関しては、６．５Ｎのピーリング強度を示し、弾性層２０ｄとフッ素樹脂チ
ューブ２０ｆが強固に接着されていることが確認された。
【０１２８】
　レーザーを照射していない比較例１－１、比較例１－２に関しては、４．０Ｎ付近のピ
ーリング強度を示し、弱めの接着力であった。また、比較例１－１から比較例１－２への
接着剤量の増加は接着力には直接影響を与えないという結果となった。
【０１２９】
　全周方向連続的にレーザーが照射されている比較例１－３に関しては、６．０Ｎとなり



(17) JP 6041623 B2 2016.12.14

10

20

30

40

50

、実施例１の結果よりも接着力が若干弱い結果となった。これは、前記の接着剤溜まりの
厚みムラによって生じた残存応力のため、実施例１に比べて、チューブが剥がれやすくな
ってしまったためと推測される。
【０１３０】
【表１】

【０１３１】
　［実施例２］
　実施例１において、フッ素樹脂チューブ２０ｆの被覆工程を変更したこと以外は、同仕
様で定着ベルト２０を作製した。
【０１３２】
　（１）実施例２のフッ素樹脂チューブ被覆工程（潤滑被覆法）
　本実施例２では、弾性層２０ｄに対するフッ素樹脂チューブ２０ｆの被覆を、付加硬化
型シリコーンゴム接着剤２０ｅを潤滑材として行なう方法（潤滑被覆法）を用いた。
【０１３３】
　図６はこの潤滑被覆法でフッ素樹脂チューブ２０ｆをシリコーンゴム弾性層２０ｄの積
層された円筒状基体２０ｂに被覆する時の工程概要図である。
【０１３４】
　（ａ）ゴム塗工、（ｂ）レーザー照射、（ｃ）接着剤塗布は、実施例１の図５の（ａ）
ゴム塗工、（ｂ）レーザー照射、（ｃ）接着剤塗布の工程と同じである。
【０１３５】
　（ｄ）チューブ被覆
　中子（不図示）に、（ａ）～（ｃ）の工程で得られた、内面摺動層２０ａ、シリコーン
ゴム弾性層２０、接着剤層２０ｅが施された円筒状基体２０ｂをセットし、その円筒状基
体２０ｂに対して表層となるフッ素樹脂チューブ２０ｆを被せて（外嵌して）被覆する。
【０１３６】
　（ｅ）チューブ上固定
　シリコーンゴム弾性層２０ｄの積層された円筒状基体２０ｂの片端部のレーザー照射領
域Ｌにおいてフッ素樹脂チューブ２０ｆの外側から金属塊Ｍで押圧加熱して接着剤２０ｅ
を硬化させる。これにより、フッ素樹脂チューブ２０ｆとシリコーンゴム弾性層２０ｄと
の片端部（一端側）を固定する。
【０１３７】
　（ｆ）扱き
　その後、接着層２０ｅの厚みを調整するために、硬化シリコーンゴム弾性層２０ｄとフ
ッ素樹脂チューブ２０ｆとの間に残った、余剰の付加硬化型シリコーンゴム接着剤を、エ
アー噴出リングＲで扱き出すことで除去する。その際に、扱き出す工程と伸張する工程を
同時に行うこともできる。
【０１３８】
　（ｇ）チューブ下固定
　そして、チューブ別片端部（他端側）を前記（ｅ）のチューブ上固定と同様に押圧加熱
で固定する。固定化する両端部の位置は定着ベルトとして使用する際の通紙領域以外の部
位を適宜選択する。
【０１３９】
　（ｈ）加熱処理
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　次に、電気炉などの加熱手段にて所定の時間加熱することで、付加硬化型シリコーンゴ
ム接着剤２０ｅを硬化させ、フッ素樹脂チューブ２０ｆとシリコーンゴム弾性層２０ｄの
全域を固定する。
【０１４０】
　（ｉ）製品長にカット
　最後に、両端部を所望の長さに切断することで、定着部材としての定着ベルト２０を得
ることが出来る。
【０１４１】
　（２）実施例２に対する比較例
　実施例２に対する比較例として、他の層構成の作製条件が等しく、フッ素樹脂チューブ
２０ｆの被覆工程のみを表１のように「レーザー照射（の有無や範囲）」「接着剤量」を
それぞれ変更して比較例２－１乃至２－３の定着ベルトを前記の拡張被覆法にて作製した
。
【０１４２】
　比較例２－１は弾性層２０ｄにレーザーを照射せずに作製した定着部材である。比較例
１－２は弾性層２０ｄにレーザーを照射せず、かつ接着剤量を実施例２の２倍（１０ｇ）
に増やして作製した定着部材である。比較例２－３はレーザーを弾性層２０ｄの周方向全
域に隙間なく連続的に照射して製造した定着部材である。
【０１４３】
　（３）厚み測定
　実施例１の（６）と同様の方法で厚み測定を行った。結果を表２に併せて記載する。周
方向に隙間ａを入れてレーザー照射領域Ｌを設けてある実施例２は、レーザーを照射して
いない比較例２－１、比較例２－２と同程度の１３μｍ付近の厚みムラしかなく、精度の
よい定着ベルトに仕上がった。
【０１４４】
　全周方向連続的にレーザーが照射されている比較例２－３は、レーザー照射部Ｌの弾性
層２０ｄとフッ素樹脂チューブ２０ｆとの接着が強い。そのため、弾性層２０ｄとフッ素
樹脂チューブ２０ｆの間にある付加硬化型シリコーンゴム接着剤２０ｅをうまく扱き出す
ことができずに、４３９５μｍ（≒４．４ｍｍ）という大幅な厚みムラが観測された。
【０１４５】
　（４）接着性試験
　実施例１の（７）と同様の方法で接着性試験を行った。結果を表２に併せて示す。実施
例２に関しては、６．８Ｎのピーリング強度を示し、弾性層２０ｄとフッ素樹脂チューブ
２０ｆが強固に接着されていることが確認された。
【０１４６】
　レーザーを照射していない比較例２－１、比較例２－２に関しては、４．０Ｎ付近のピ
ーリング強度を示し、弱めの接着力であった。また、比較例２－１から比較例２－２への
接着剤量の増加は接着力には直接影響を与えないという結果となった。
【０１４７】
　全周方向連続的にレーザーが照射されている比較例２－３に関しては、５．８Ｎとなり
、実施例２の結果よりも接着力が若干弱い結果となった。これは、前記の接着剤溜まりの
厚みムラによって生じた残存応力のため、実施例２に比べて、チューブが剥がれやすくな
ってしまったためと推測される。
【０１４８】
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【０１４９】
　［その他の事項］
　（１）実施例１、２においては、画像加熱定着装置用の定着部材として、記録材の画像
担持面に当接して画像を加熱する加熱手段としての加熱部材２０について説明した。加熱
部材２０と定着ニップ４０を形成するもう一方の定着部材である加圧部材３０についても
、円筒状弾性層と、その円筒状弾性層の周面を被覆しているフッ素樹脂チューブとを有す
る構成のものである場合には本発明を適用することで同様の効果が得られる。
【０１５０】
　（２）実施例１、２においては定着部材としてエンドレスベルト体の形態のもので説明
したが、これに限られるものではない。定着部材としては、剛性を有するローラ体あるい
は中空ローラ体を基体として、その外周面に円筒状弾性層２０ｄが形成され、更にその表
面を被覆しているフッ素樹脂チューブ２０ｆを有するローラ体の形態のものであってもよ
い。
【０１５１】
　（３）画像加熱定着装置Ａには、定着部材により未定着のトナー像（顕画剤像、現像剤
像）を加熱して固着画像として定着または仮定着する装置の他に、定着されたトナー像を
再加熱してつやなどの表面性を改質する装置も包含される。
【符号の説明】
【０１５２】
　Ａ・・画像加熱定着装置、２０・・定着部材（定着ベルト）、３０・・定着部材（加圧
ベルト）、４０・・定着ニップ、２０ｄ・・円筒状弾性層、２０ｅ・・接着剤層、２０ｆ
・・フッ素樹脂チューブ、Ｌ・・レーザー照射領域、ａ・・隙間
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